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第８期広島市高齢者施策推進プランの各論（案） 

 

 

施策の柱１ 高齢者がいきいきと暮らしていくための活動の促進 

≪取組内容≫ 

⑴ 健康づくりと介護予防の促進 

資料１ 重点施策（案）に掲載 

 

⑵ 生きがいづくりの支援 

① 外出・交流の促進 

○ 高齢者同士、あるいは、高齢者と地域住民とのふれあいや交流の場である地域高齢者交流サ

ロンについて、運営に係る補助や活動団体向けの研修会などを行うことにより設置・運営を促

進する。また、高齢者が気軽に通える身近な場所に、地域に開かれた住民運営の介護予防拠点

の整備を促進するとともに、その運営を支援する。 

○ 高齢者による健康づくり・介護予防活動やボランティア活動等への参加にインセンティブを

付与することにより各活動を奨励する「高齢者いきいき活動ポイント事業」を実施し、高齢者

の社会参加を的確かつ効果的に促進する。 

○ 身体的状況により外出が困難な要支援・要介護高齢者の外出機会の創出を支援するため、タ

クシー等を利用する際の交通費を助成する。 

② 生涯学習、文化・スポーツ活動の振興 

○ 市社会福祉協議会が行う「シニア大学・シニア大学院」を支援することにより、高齢者の社

会参加、生涯学習機会の場の提供等を行う。 

○ 市文化財団等と連携して「高齢者作品展」の開催や「全国健康福祉祭（ねんりんピック）」へ

の市代表選手団の派遣支援などを行い、高齢者の日頃の活動成果を発表する機会を設ける。 

○ このほか、公民館や区スポーツセンター、老人福祉センター等における広報などでの情報提

供及び活動の場の提供を行い、生涯学習、文化・スポーツ活動の振興に取り組む。 

③ 市民の高齢者への理解の促進 

○ 高齢者の長寿を祝福し、敬老の意を表するとともに、高齢者福祉についての市民の理解を促

進するため、百歳高齢者等に対して祝状や記念品の贈呈などを行う。 

○ 市社会福祉協議会が行う青少年や企業を対象とした福祉教育・福祉体験講座の開催を支援す

るなど市民の高齢者への理解を促進する。 

 

⑶ まちの活性化につながる多様な活動の促進 

① 就業などの社会参加の促進 

○ 高年齢者の就業やその他の社会参加活動を推進している市シルバー人材センターを支援する
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とともに、定年退職等を機に新規就農を希望する者や農家出身で帰農を希望する者を対象に栽

培技術・出荷研修を行うなど、希望する勤務形態や働きたい職場環境などの多様なニーズに応

じた就業を促進する。 

○ 高齢者がこれまで培ってきた知識や経験を活かし、いきいきと活躍できるよう、市社会福祉

協議会が市総合福祉センター内に設置した「シニア応援センター」において、相談者の希望に

応じて、職業紹介をはじめ、シルバー人材センターの入会案内、ボランティアの登録などを行

い、高齢者に社会参加・社会貢献の機会を提供する。 

このほか、各区に設置した就労支援窓口においてハローワークと一体的となった就労支援を

実施するなど、就労への支援体制の充実などに取り組む。 

○ 働く意欲のある人々が集い、みんなで出資して経営に参画し、人と地域に役立つ仕事に取り

組む労働形態である「協同労働」により、高齢者の働く場や生きがいの創出を図る。 

② 地域活動の促進 

○ 町内会・自治会、地区社会福祉協議会等が、自主的・継続的に行う地域コミュニティの活性

化に資する取組を支援する。 

○ 地域コミュニティの活動が進めやすくなるよう、地域コミュニティの活性化のための取組と

その効果的な支援のあり方について検討する。 

○ 各種情報の発信や各種講座の開催を通じて地域を支える活動を担う人材育成などを行う。 

○ 町内会・自治会や老人クラブなどにおいて、高齢者が自主的・自発的な市民活動に取り組め

るよう、賠償事故、傷害事故を対象とする市民活動保険制度を実施し、その活動を支援する。 
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施策の柱２ 高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らしていくための環境づくり 

≪取組内容≫ 

⑴ 見守り支え合う地域づくりの推進 

資料１ 重点施策（案）に掲載 

 

⑵ 生活環境の充実 

① 高齢者向け住まいの確保 

○ 「広島市市営住宅マネジメント計画」との整合を図りながら、市営住宅の供給に加えて、民

間賃貸住宅を活用した、高齢者への住宅情報の提供や、不動産業者への「住宅セーフティネッ

ト制度」の紹介により、住宅確保要配慮者が入居しやすい環境整備に取り組む。 

○ 有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅などの適正な運営やサービスの質を確保する

ため、立入検査や指導を行うとともに、特別養護老人ホーム及び認知症対応型共同生活介護（認

知症高齢者グループホーム）について、必要な定員数の確保に努めるほか、住宅のバリアフリ

ー化の支援を行う。 

○ 高齢者自らのライフスタイル、収入の状況などに合わせた住まいの選択に資するよう、関係

機関等と連携しながら、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅の詳細なサービスの内

容等に関する情報提供を行う。 

○ 養護老人ホームや特別養護老人ホームは、老朽化が進んでいる施設が多いことから、老朽改

築に対して補助金を交付し、入所者の安全の確保や居住環境の改善に取り組む。 

② 福祉のまちづくりの推進 

○ 多くの市民が利用する公共施設や民間施設のバリアフリー設備の整備状況についての情報を

掲載した「広島市バリアフリーマップ」の提供や、高齢者等の車の乗降等に配慮を要する人が

安心して駐車できるようにするための「広島県思いやり駐車場利用証交付制度」の普及など、

福祉のまちづくりをソフト面から推進する。 

○ 本市の施設について、「広島市公共施設福祉環境整備要綱」に基づいてバリアフリー化を推進

するとともに、民間建築物についても「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法

律（バリアフリー法）」などの関係法令に基づく指導等によりバリアフリー化を促進する。 

○ 公共交通について、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー

法）」に基づき、国が定めた公共交通のバリアフリー化の整備目標に向けて、交通施設のバリア

フリー化や、低床低公害バス及び低床路面電車の導入など、バリアフリー化を促進する。 

○ 高齢者の生活交通の維持・確保を図るため、必要なバス路線の運行経費の一部を補助すると

ともに、地域が主体となって乗合タクシー等を導入する取組に対して、助言や補助などの支援

を行う。 

 

⑶ 権利擁護の推進 

① 成年後見制度の利用促進（権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築等） 

○ 平成 28 年５月に施行された「成年後見制度の利用の促進に関する法律」に基づき、市町村は、
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国が定める「成年後見制度利用促進基本計画」を勘案し、成年後見制度の利用の促進に関する

施策についての基本的な計画を定めるよう、また、成年後見等実施機関の設立等に係る支援そ

の他の必要な措置を講ずるよう努めることとされている。本市においても、今後、認知症高齢

者数や一人暮らしの高齢者の増加が見込まれることも踏まえ、成年後見制度の利用促進に必要

な施策を、次のとおり推進する。 

・ 地域において権利擁護の必要な人を発見し、適切に必要な支援につなげるため、保健・医

療・福祉の連携に司法も含めた地域連携ネットワークを構築するとともに、親族や福祉・医

療・地域の関係者及び後見人等で構成され本人の見守りや必要な対応を行うチームを支援す

る。 

・ 地域連携ネットワークの機能が適切に発揮できるよう、弁護士、司法書士、社会福祉士な

どの専門職団体や福祉関係団体等が連携し、地域課題の解決に向けて協議するための協議会

を設置するとともに、本市における成年後見制度の利用促進の中核的な役割を果たす機関を

設置し、市民及び関係機関への制度の周知や普及啓発、専門職との連携によるチームへのア

ドバイザーの派遣などに取り組む。 

・ 市民後見人養成事業による研修修了者に対し、市社会福祉協議会が実施する福祉サービス

利用援助事業「かけはし」や法人後見事業「こうけん」を活用し、知識の維持・向上を図る

機会を提供するとともに、市民後見人に対する専門職等によるサポート体制を整え、助言等

を行う。 

○ 身寄りがなく判断能力が十分でないため財産管理等ができない高齢者等に代わって、本市が

家庭裁判所に成年後見人等の選任の申立てを行うとともに、成年後見人等への報酬を支払う資

力がない被後見人等に対し、報酬相当額を助成する。 

② 高齢者虐待防止の推進 

○ 区役所厚生部と地域包括支援センターが、医師会、弁護士会、社会福祉士会等の関係団体や

民生委員、介護サービス事業者等と連携して高齢者虐待防止ネットワークを形成し、高齢者虐

待の防止及び早期発見と保護、養護者の支援を行う。 

○ 養介護施設従事者等による高齢者虐待の通報・届出に対応し、事実確認調査や虐待の再発防

止のための指導等を行うとともに、養介護施設の監査や実地指導の際に、身体拘束や苦情処理

の状況、職員研修の実施状況等の高齢者虐待に関連した事項について重点的にチェックする。 

○ このほか、虐待を受けた高齢者を緊急に一時保護する居室の確保や虐待対応職員の研修の充

実など、高齢者虐待の防止に向けた取組を推進する。 

 

⑷ 暮らしの安全対策の推進 

① 交通事故防止対策の推進 

○ 老人クラブ等を対象とした参加・体験型の交通安全教室の開催などにより、高齢者が交通事

故に遭遇しないための交通安全意識の高揚を図る。 

○ 先進安全技術を搭載した車両の普及促進、交通事故が多発している交差点の改善や見やすく

分かりやすい道路標識の設置などの交通安全対策に取り組み、高齢者が運転者として交通事故

に遭遇しないための環境の整備を進める。 

○ このほか、本市の交通安全に関する計画である「広島市交通安全計画」に掲げた各種施策を
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推進し、高齢者のための交通事故防止対策に努める。 

② 犯罪の起こりにくい安全なまちづくりの推進 

○ 高齢者が犯罪被害に遭わないために、高齢者をねらった特殊詐欺などの犯罪情報の提供、防

犯講習会や出前講座の実施、防犯対策及び防犯活動に関する相談体制の充実など、分かりやす

い防犯意識の啓発や相談体制の充実を図る。 

○ 街路灯の整備や「一家一事業所一点灯運動」の推進など、犯罪が起こりにくい安全な環境づ

くりに取り組む。 

○ このほか、本市の安全なまちづくりの推進に関する計画である「広島市安全なまちづくりの

推進に関する基本計画」に掲げた各種施策を推進し、高齢者が犯罪に遭わない安全なまちづく

りに取り組む。 

③ 消費者施策の推進 

○ 消費者被害に関する相談に対し、消費生活センターにおいて助言や相談者と事業者の間に入

り交渉を行うあっせんを実施するなどの対応を行うとともに、必要に応じて関係機関と連携し

て消費者被害の適切かつ早期の解決に努める。 

○ 高齢者をねらった悪質商法などの消費者トラブルの情報提供、消費生活に関する出前講座の

実施などにより、消費者被害の未然・拡大防止に取り組む。 

○ 高齢者等の消費者被害の未然防止・早期発見による拡大防止を図るため、地域包括支援セン

ター職員等を対象とした講習会、一般市民を対象とした消費生活サポーター養成講座、地域に

密着した民間団体を対象とした講座を実施し、高齢者等を地域ぐるみで見守る人材育成と見守

り体制を作る。 

○ 高齢者に消費生活相談の窓口が消費生活センターであることや所在地、電話番号、消費者ト

ラブルの実例を記載したチラシを提供し、消費生活センターを周知することで、消費生活セン

ターへの早期相談を促し、高齢者の消費者被害防止を目指す。 

○ このほか、本市の消費者施策に関する計画である「第２次広島市消費生活基本計画」に掲げ

た各種施策を推進し、高齢者の消費生活の安定と向上を図る。 

④ 防災対策の推進 

○ 高齢者を火災の被害から守るため、火災予防運動や出前講座、高齢者世帯への住宅防火訪問

の実施などにより、火災予防に関する意識啓発などを行う。 

○ 広島市防災行政無線や広島市防災情報メール配信システム、携帯電話事業者が提供する緊急

速報メールなどを活用した情報伝達体制の充実を図る。 

○ 災害時に自力での避難が困難である高齢者等の避難行動要支援者について、地域で避難支援

に携わる自主防災組織や町内会・自治会などと連携し、地域の実情に応じた避難支援に係る取

組を支援する。 

○ 社会福祉施設等との福祉避難所の設置協定の締結を推進する。 

○ 「広島市地域防災計画」に掲げる各種施策の実施により、防災・減災の取組を推進する。 
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施策の柱３ 援護が必要な方々が安心して暮らせるための施策の充実 

≪取組内容≫ 

⑴ 質の高い介護サービスを安定して提供できる体制づくりの推進 

資料１ 重点施策（案）に掲載 

 

⑵ 介護保険事業の円滑な実施と持続可能性の確保 

① 介護給付の適正化の取組の推進 

○ 介護サービス事業者の指定申請等について厳正な審査を実施するとともに、介護サービス事

業者に対する実地指導、集団指導や、介護報酬請求の内容を点検する「レセプトチェック」な

どにより、介護サービス事業者の指導監督に取り組む。 

このほか、介護サービスの利用を誘導する囲い込みや過剰な介護サービスの提供の防止を念

頭に、関係指導部署が連携し、適切なサービスが提供されるよう事業者の指導を行う。 

○ 認定調査員や介護認定審査会委員に対して定期的に研修を実施するとともに、市からの委託

により事業者等が行う認定調査の内容を点検するなど、要支援・要介護認定の適正化に取り組

む。 

○ 居宅介護支援事業所等を訪問し適切なケアプランであるか点検指導する「ケアプラン点検」

や、ケアマネジャー（介護支援専門員）に対する業務支援や研修等を実施することにより、ケ

アマネジャー（介護支援専門員）のスキルの向上を図り、自立支援・重度化防止に資する適切

なケアマネジメントを推進する。 

○ 福祉用具購入・貸与について、利用者が適切な福祉用具を選択するために必要な情報が入手

できるような環境整備に取り組むなど、福祉用具の介護給付の適正化に努める。 

○ 受給者の状態に適した住宅改修となるよう、専門的な知識を有する建築士による訪問調査等

の実施に引き続き取り組む。 

○ 居宅サービスの利用者に対して、介護サービスの利用状況を記した「介護給付費通知」を送

付するなど、介護サービスの適正利用について意識啓発を行う。 

② 情報提供及び相談・苦情解決体制の充実 

○ 介護事業所が提供するサービス内容など、利用者やその家族への情報提供の充実を図るとと

もに、区福祉課や地域包括支援センターなどで、高齢者やその家族等からの介護保険に関する

相談や苦情に適切に対応する。 

③ 低所得者対策等の実施 

○ 災害に被災した人や失業等により収入が著しく減少した人等の保険料及び利用者負担を軽減・

減免するほか、重度心身障害者や低所得者の利用者負担の軽減を行う。 

 

⑶ 在宅医療の充実と在宅医療・介護連携の推進 

資料１ 重点施策（案）に掲載 
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⑷ 認知症施策の推進 

資料１ 重点施策（案）に掲載 

 

⑸ 被爆者への援護 

① 被爆者への健康診断等の実施 

○ 年２回の定期健康診断に加え、希望者への年２回の健康診断（うち１回はがん検診へ変更可）

を実施するとともに、精密な検査が必要な人には精密検査を行う。さらに、健康づくりセンタ

ーにおいて、骨粗しょう症検診を実施する。 

また、健康診断（一般検査、がん検診及び精密検査）を受診した際、一定要件を満たす場合

には、受診機関までの交通手当を支給する。 

② 被爆者からの相談対応 

○ 各区地域支えあい課に配置した被爆者相談員が健康や生活等に不安を持つ被爆者の相談に応

ずるとともに、介護を要する状態にある被爆者などには必要に応じて家庭訪問を行う。また、

原爆被害対策部援護課で、専用の被爆者相談ダイヤルを設け電話相談を受ける。 

③ 被爆者の日常生活の支援 

○ 「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」に基づく介護手当の支給を行うとともに、介

護保険サービスの利用料に対する助成を行う。 

○ 健康づくりや福祉制度に関する知識の普及のため、区地域支えあい課で健康づくり教室や交

流会を実施する。また、ひとり暮らしの被爆者を対象に、市内の公衆浴場を利用した「お風呂

の日」を実施し、孤立の予防や心身の健康づくり、生きがいづくりに努める。 

○ 広島原爆被爆者療養研究センター（神田山荘）のクアハウスを利用し、温泉療法や運動指導

等を実施することにより、被爆者の健康増進、疾病予防等に努める。 

○ 居宅において養護を受けることが困難な被爆者に対し、原爆養護ホーム（一般養護ホームと

特別養護ホーム）において、生活指導その他日常生活の世話などを行うとともに、在宅の被爆

者に対して、日帰り介護（デイサービス）と短期入所生活介護（ショートステイ）を実施する。 


